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安倍総理は三月一五日にＴＰＰ交渉への参
加を発表した。二〇一〇年一〇月の菅総理（当時）のＴＰＰへの参加検討の発表以来、約二年半ぶりに決断を下したことになる。布石となったのは二月の日米共同声明であ 「聖域」が認められ衆議院選挙で 公約を違えることなく交渉参加が可能となった。安倍総理 決断には素直に敬意を表したい。
この二年半続き、今後もしばらく続くであ
ろうＴＰＰ参加を巡る国論を二分する大論争が起きたのは日本のみである。ＴＰＰ交渉の情報が不十分だった面はあ 、Ｆ Ａ（自由貿易協定）を含め貿易自由化についての理解不足があったと思われる。ＦＴＡ反対派には自由貿易に反対する論者もいた。第二次世界大戦後の自由貿易体制 恩恵を最も受けた日本が自由貿易に反対するのは自国の利益のみを追求する利己的な行動として国際社会から理解を得られないだろう。
自由貿易といっても全て自由にするわけでは
ない。世界の貿易のルールを定めているＷＴＯは、公徳の保護、 人動植物の健康、知的財産権の保護などのための貿易の制限を認めている（一般例外） 。また、平和と安全のための禁輸措置、武器・核物質の取引なども規制を
認めている（安全保障例外） 。ポルノ、 麻薬、武器、安全でない食品、コピー商品などの輸入を規制することはＷＴＯで公認された権利であり、ＴＰＰでも同様である。
ＴＰＰでは米国企業が優遇され日本市場が
席捲されてしまうという意見も根強い サービスや投資の自由化は、外国企業と国内企業を同等に扱う（内国民待遇） を目指している。競争条件を平等にすることであり、外国企業の製品・サービスを選ぶかどうかは消費者が決めるのである。サービスや投資例外も認められている。日本企業は海外 優れた品質とサービスで高い評価を得ており市場を獲得している。自国企業は外国で自由化のメリットは享受す が外国企業には許さないというのは公平ではない。
農業補助金はＷＴＯの農業協定で収入減
少への補償、地域援助対策、食料安全保障など様々な目的のものが認められて 。関税による保護が削減されても補助金による保護は可能である。
ＴＰＰにはベトナム、マレーシアなど途
上国を含め十一カ国が参加している。たとえば、ベトナムは中国への過度 経済依存からの脱却という経済安全 障、 ニュージーランドやマレーシアは米国市場へのアクセスなど各国は長期的な国益確保のため 戦略により交渉に加わっている。米 はアジア太平洋での経済利益と安全保障戦略に基づきＴＰＰを進めている。日本は被害論議だけではなくアジア地域 発展 安全保障という長期戦 基づきＴＰＰの交渉を進めるべきである。
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